
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 情報通信基盤の整備

対応する
主な課題

③離島地域等の条件不利地域においては、民間通信事業者による情報通信基盤の整備が進まず、都市部との情報格差が恒常化することが懸念されて
おり、市町村等の関係機関と連携して整備を進める必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 3-(3)-エ 情報通信基盤の整備
施 策 ③　情報通信基盤の高度化

施策の小項目名 ○情報通信基盤の整備

２村

実施主体 県、民間通信事業者、市町村

 担当部課【連絡先】 企画部情報基盤整備課 【098-866-2036】

　条件不利地域における都市部との情報格差是正や高度な情報通信技術の利活用
環境の形成を図るため、情報通信基盤の整備に取り組む。

H29 H30 R元 R2 R3

７市村 ４市町村 ２村

２　取組の状況（Do）

予算事業名 超高速ブロードバンド環境整備促進事業

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

一括交付
金（ソフ
ト）

○R3年度：　２村において、陸上部の光ファイバ網幹線
整備等を実施する。

予算事業名 大東地区情報通信基盤整備推進事業

主な財源 ○R2年度：　１町において、陸上部の光ファイバ網幹線
整備等を実施した。

一括交付
金（ソフ
ト）

補助 583,215 1,338,459 820,576 986,695 419,143 610,353

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

○R3年度：　R2年度から継続して、沖縄本島と北大東島
を結ぶ海底光ケーブル整備工事を実施する。

○R2年度：　沖縄本島と北大東島を結ぶ海底光ケーブル
整備工事を実施した。

一括交付
金（ソフ
ト）

直接実施 - - - 427,233 1,278,515 3,244,091
一括交付
金（ソフ
ト）

主な財源 実施方法
R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額

加入者系アクセス回線の整備

超高速ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ

環境整備完了市町村

調査設計 中継伝送路(海底光ケーブル)の整備



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 超高速ブロードバンド環境整備完了市町村 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　R元年度から継続している竹富町で整備を実
施し、完了した。

2町村 6村 2町村 4市村 1町 － 100.0%

1,697,658 順調

H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

95.8% 97.2% 98.0% 99.1% 99.3 98.7 100.0%

活動指標名
超高速ブロードバンドサービス基盤整備率
（全世帯に占める整備完了地域内の世帯数の割合） R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

　R2年度は活動指標計画値（超高速ブロード
バンド環境整備完了市町村）を設定していな
い。竹富町は景観に配慮した整備が必要であ
ることから、複数年度で整備を行い、R2に完
了した。超高速ブロードバンドサービス基盤
整備率（全世帯に占める整備完了地域内の世
帯数の割合）は計画値を達成しており、順調
である。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和2年度の取組改善案 反映状況

・関係市町村及び通信事業者と連携し、合同会議や現場確認を行い、整備範囲、
工程等の協議を早期に着手することで、年間スケジュールにおいて十分な協議期
間を確保し、計画的かつ段階的な整備に取り組むと伴に、十分な施工体制の確立
に努める。

・関係市町村及び通信事業者と連携し、合同会議開催や現地調査を行い、整備範
囲を決定する等、計画的かつ段階的な整備に取り組んだ。
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４　取組の改善案（Action）

・関係市町村及び通信事業者と整備範囲、工程等を十分に協議を行い、計画的かつ段階的な整備に取り組むとともに、通信事業者に対して、新型コロナウイルス感
染症対策並びに整備に必要な資機材や作業員の手配を速やかに行うよう求める等、施工体制の確立に努める。

○内部要因 ○外部環境の変化

・市町村毎に整備計画が異なるため、関係市町村及び通信事業者と十分な協議が
必要である。

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、県外事業者の渡航自粛による作
業員の減員により、現地施工に遅れが生じた。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・計画的かつ段階的な整備に対応するため、整備範囲、工程等について、関係市町村及び通信事業者と十分に協議を行う必要がある。

・新型コロナウイルス感染症対策に万全を期すとともに、資機材や作業員の手配を速やかに行うなど、計画的な施工体制の確立に取り組む必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


